
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「次世代育成支援対策推進法」 及び 
「⼥性の職業生活における活躍の推進に関する法律」に基づき 
 
「⼀般事業主⾏動計画」 
「⼥性活躍推進法における情報」を公表致します。 
 
  



 

⼀般事業主⾏動計画 
 

社員がその能力を発揮し、仕事と生活の調和を図り働きやすい雇用環境の整備を行うた

め、次のように行動計画を策定する。 

 

１．計画期間  令和６年 4 月 1 日～ 令和９年 3 月 31 日までの ３ 年間 

２．内容 

 

 

 

＜対策＞ 

 ●  令和６年４月～   年次有給休暇の取得状況について実態を把握 

 ●  令和６年５月～   社内での検討開始 

 ●  令和６年８月～   計画的な取得に向けた研修の実施 

 ●  令和６年１０月～  取得状況のとりまとめなどによる取得促進のための取組の

開始 

 

 

 

 

＜対策＞ 

 ●  令和６年４月～   受け入れ体制について検討開始 

 ●  令和６年４月～   受け入れを行う工場や部署への説明及び体制作り 

 ●  令和６年５月～   社員への周知及びインターネットなどによる取組に周知 

 ●  令和６年８月～   工場見学及びインターンシップの受け入れ開始 

  

  

目標１：令和６年３月３１日までに、年次有給休暇の取得日数を１人当たり平均年

間１４日以上とする。 

目標２：地域の子どもの工場見学及び若者のインターンシップの受入を行う。 



⼥性活躍推進法における情報公開 
 

令和５年 10 月現在 
 

【男⼥の平均勤続年数の差異】 

① 中途採用含む 
 

男性 ⼥性 差異 

1６.９年 1３.３年 3.６年 

 

【労働者の一月当たりの平均残業時間】 
② ＊ABC を除いた労働者全体の平均残業時間 

全体１２．６時間（派遣社員は含めない） 
 
 

【有給休暇取得率】 

全体５９．２％（派遣社員は含めない） 
 

 

【男性・⼥性労働者の割合】 
 

 男性 ⼥性 

係⻑級にある者に占める⼥
性労働者の割合 

７７.７％ 2２.３％ 

管理職に占める⼥性労働
者の割合 

9７.２％ ２.８％ 

役員に占める⼥性の割合 100% 0% 

 



 

【男⼥の賃⾦の差異】 

正社員 70.2% 

パート・有期社員 123.7% 

全労働者 61.0% 

 


